
総社市競争入札参加資格及び審査等に関する総社市競争入札参加資格及び審査等に関する総社市競争入札参加資格及び審査等に関する総社市競争入札参加資格及び審査等に関する要領要領要領要領    

    
 

（趣旨） 

第１条 この要領は，地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の５第１項

及び第１６７条の１１第２項の規定並びに総社市契約規則（平成１７年総社市規則第 ４

５号。以下「契約規則」という。）第３条及び第６条第１項の規定に基づき，総社市が発

注する建設工事の請負契約，測量，建設コンサルタント業務等の委託その他の契約におけ

る一般競争入札又は指名競争入札（以下「競争入札」という。）に参加する者に必要な資

格，資格審査の時期，方法等について必要な事項を定めるものとする。 

 

（定義） 

第２条 この要領において次に掲げる用語の意義は，当該各号に定めるところによる。 

（１） 建設工事 建設業法（昭和２４年法律第１００号。以下「法」という。）第２条

第１項に規定する建設工事をいう。 

（２） 市内業者 総社市内に主たる事務所（本店等）を設けている業者をいう。 

（３） 準市内業者 総社市内に従たる事務所（支店等）を設けている業者で，次の要件

を満たす者とする。         

ア 総社市に法人設立申告をしていること。 

イ 支店等において請負契約の見積り，入札，契約締結等請負契約の締結に係る実態

的な行為を行い，契約締結ができること。 

ウ 支店等の建物外部又は入口ドア等に看板を設置し，独立した事務所として形態を

整えていること。なお，併用住宅の場合には，必要に応じて実態を調査の上，総合

的に判断する。 

エ 支店等に営業活動等を行うことができる人的配置がされていること。 

オ 支店等は常時連絡できる体制となっていること。 

カ 支店等はイに掲げる事務等が執り行える器具，複写機，通信機器等が具備されて

いること。 

（４） 新規業者 第４条第３項に規定する有資格者名簿に初めて搭載された者及び当該年

度の直近２年以上連続して有資格者名簿に登載されていなかった者のことをいう。 

 

（資格審査の申請） 

第３条 競争入札に参加しようとする者は，次の各号に掲げる契約の種類ごとに，入札参加

資格審査申請書に当該各号に定める必要な書類を添付し，市長に提出しなければならな

い。 

（１）建設工事の請負契約 

ア  申請の受付時期 

市内業者，準市内業者 毎年３月１日から３月３１日まで 

上記以外の業者    隔年（西暦奇数年）の３月１日から３月３１日まで 

イ  必要な書類 

（ア）入札参加資格審査申請書 

（イ）建設業許可証明書 

（ウ）商業登記簿謄本（個人においては身分証明書） 

（エ）営業所一覧表 

（オ）工事経歴書 

（カ）直前２年の各事業年度における工事施工金額 

（キ）技術職員名簿 



（ク）資格審査申請書を提出した日前１年間に係る税の完納証明書（市内業者及び

準市内業者は総社市税。その他の業者は国税及び岡山県税とする。） 

（ケ）建設業退職金共済組合加入証明書，中小企業退職金共済加入証明書又は特定

退職金共済加入証明書 

（コ）経営事項審査結果通知書 

（サ）支店等に契約権限等を委任している場合はその委任状 

（シ）その他市長が必要と認めるもの 

（２）測量，建設コンサルタント業務等の委託の契約  

ア 申請の受付時期 

市内業者，準市内業者 毎年３月１日から３月３１日まで 

上記以外の業者    隔年（西暦奇数年）の３月１日から３月３１日まで 

イ 必要な書類 

（ア）入札参加資格審査申請書 

（イ）業者の登録証明書   

（ウ）商業登記簿謄本（個人においては身分証明書） 

（エ）営業所一覧表 

（オ）業務の実績調書 

（カ）技術者経歴書 

（キ）資格審査申請書を提出した日前１年間に係る税の完納証明書（市内業者及び

準市内業者は総社市税。その他の業者は国税及び岡山県税とする。） 

（ク）支店等に契約権限等を委任している場合はその委任状 

（ケ） その他市長が必要と認めるもの 

２ 市長が特に必要があると認めたときは，前項各号に定める受付時期以外の期間にそれぞ

れ必要な書類を提出させることができる。 

 

 (資格審査の結果の通知及び資格の有効期間） 

第４条 前条第１項の規定による申請のあったときは，申請の内容を審査し，資格の有無を

決定し，申請者に通知するものとする。 

２  前項の規定により資格を有すると認めた者については，インターネット上の契約事務担

当課のホームページに掲載して閲覧に供することにより公表するものとする。 

３ 有資格者に係る資格の有効期間は，次のとおりとする。 

ア  市内業者，準市内業者 

申請のあった日の属する年の７月１日から翌年の６月３０日まで 

イ 上記以外の業者 

申請のあった日の属する年の７月１日から翌々年の６月３０日まで 

 

（変更の届出等） 

第５条 第３条の規定による申請書の提出後に，次に掲げる事項に変更があったときは，速

やかにその旨を市長に届け出なければならない。 

（１） 商号又は名称 

（２） 代表者又は受任者 

（３） 所在地，電話番号及びファクシミリ番号 

（４） 使用印鑑 

（５） 資本金 

（６） 組織 

（７） 許可又は登録の内容（更新を含む。) 

（８） 技術職員 



２ 市長は，前項の規定による届出により，又はその他の方法による事実認定により，必要

があると認めるときは，前条の規定により定めた資格を変更することができる。 

 

（建設工事の入札参加資格） 

第６条 建設工事の競争入札に参加できる者は，次の各号に掲げる要件のいずれも備えて 

いる者とする。ただし，市長が特別の理由があると認めた者はこの限りでない。 

（１）法第３条の規定による許可を受けている者 

（２）法第２７条の２３の規定による審査を受けている者 

（３）契約規則第３条の規定による申請時において市税等を滞納していない者 

（４）社会保険等（健康保険，厚生年金保険及び雇用保険）に加入している者（加入義務 

がない者を除く。） 

 

（新規業者の指名競争入札への参加） 

第７条 新規業者の指名競争入札への参加は，第４条第３項に規定する有資格者名簿に登録され

てから２年経過後とする。ただし，市内業者については，工事成績，施工能力など総合的に優

れていると認められる場合に限り，その期間を１年に短縮することができる。 

 

（競争入札に参加する者の資格審査） 

第８条 建設工事の請負契約に係る競争入札に参加する者については，第３条の規定により

申請した者のうちから，別表１のとおりＡ，Ｂ，Ｃ，Ｄ及びＥの５等級に区分し，併せて

同一等級内における法第２７条の２３の規定による経営事項審査に基づき算定された法第

２７条の２９第１項に規定する総合評定値（以下「総合評定値」という。）により順位を

定めるものとする。 

 

（建設工事の発注基準等） 

第９条 競争入札（建設工事の請負に係るものに限る。以下この条において同じ。）におけ

る建設業者に対する各等級別の発注の基準となる金額は，別表１のとおりとする。 

２ 指名競争入札における建設業者の選定は，原則として格付けされた建設業者の中から別

表１の等級区分に従い行うものとする。 

３ 次に掲げる工事については，前項の規定によらないことができるものとする。 

（１）特殊な機械又は技術を必要とする工事 

（２）災害時における応急復旧工事 

（３）その他市長が特殊な事情があると認める工事 

４ 指名業者数の基準は別表２のとおりとする。ただし，特殊建設工事又は特別の事由のあ

る場合はこの限りでない。 

 

(指名選定の留意事項） 

第１０条 建設工事の指名競争入札における指名は，当該工事の設計金額に相応する者の中

から，次に掲げる事項について総社市指名選定及び契約審査委員会（総社市指名選定及び

契約審査委員会規程（平成２８年総社市訓令第３号）第１条に規定する総社市指名選定及

び契約審査委員会をいう。）の審査を経たうえで行うものとする。 

（１） 経営能力及び不誠実な行為の有無その他信用状況 

（２）工事成績  

（３）手持ち工事の状況  

（４）技術者の状況  

（５）その工事に対する地理的条件 

（６）その工事の施工についての技術的適性  



（７）安全管理の状況 

（８）労働管理の状況  

（９）市内産業の振興 

２ 建設工事の遂行上やむを得ないと認めるときは，前項の規定にかかわらず指名すること

ができる。 

 

（随意契約） 

第１１条 第６条及び前条の規定は，建設工事の随意契約における相手方の選定について準

用する。 

 ２ 新規業者の随意契約における選定は，市内業者については有資格者名簿に登録されてから

６ヶ月経過後，市内以外は９ヶ月経過後とする。 

 

（建設工事以外の競争入札参加資格等） 

第１２条 測量，建設コンサルタント業務等の競争入札参加資格等については，建設工事の

競争入札参加資格等の規定を準用する。 

 

（その他） 

第１３条 この要領に定めることのほか必要な事項は，市長が別に定める。 

 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要領は，平成１８年１０月１８日から施行する。 

（経過措置） 

２ この要領の実施に際し，現に総社市建設工事競争入札参加資格等に関する要領（以下「旧

要領」という。）に基づき入札参加資格を有すると認められる者については，平成１９年６

月３０日までの間に限り，第７条の規定による総合評定値による格付けについては，旧要

領に基づき申請のあった総合評定値により格付けするものとする。 

 （旧要領の廃止） 

３ 総社市建設工事競争入札参加資格等に関する要領（平成１７年３月２２日）は廃止する。 

 附 則 

（施行期日） 

１ この要領は，平成２７年１月１日から施行する。ただし，第７条及び第１１条の規定は，

平成２７年７月１日から施行する。 

２ この要領施行の際，現に有資格者名簿に登載されている者の資格要件については，施行

日から平成２７年６月３０日までの間は従前の例による。 

   附 則 

（施行期日） 

１ この要領は，平成２８年４月１日から施行する。 

   附 則 

 （施行期日） 

１ この要領は，平成２９年１月２３日から施行する。 

２ この要領施行の際，現に有資格者名簿に登載されている者の資格要件については，施行

日から平成２９年６月３０日までの間は従前の例による。 

 

 

 

 



 

 

別表１                            

１ 土木工事等（建築工事以外の工事） 

等級 審  査  点  数 工事設計金額（税込） 

A   ８００点以上  ３，０００万円以上 

B   ７５０点以上  ８００点未満  ２，０００万円以上 

３，０００万円未満 

C   ７００点以上  ７５０点未満  １，０００万円以上 

  ２，０００万円未満 

D   ６００点以上  ７００点未満   ５００万円以上 

    １，０００万円未満  

E           ６００点未満   ５００万円未満 

２ 建築工事 

等級 審  査  点  数 工事設計金額（税込） 

A   ８００点以上  １億円以上 

B   ７５０点以上  ８００点未満  ３，０００万円以上 

１億円未満 

C   ７００点以上  ７５０点未満  １，０００万円以上 

  ３，０００万円未満 

D   ６００点以上  ７００点未満   ５００万円以上 

    １，０００万円未満  

E           ６００点未満   ５００万円未満 

 

別表２ 

工事設計金額（税込） 指名業者数 

 ３，０００万円以上   ８者以上 

 ２，０００万円以上 

３，０００万円未満 

  ７者以上 

 １，０００万円以上 

  ２，０００万円未満 

  ６者以上 

  ５００万円以上 

    １，０００万円未満  

  ５者以上 

  ５００万円未満   ４者以上 

 


